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監修
秘密保持契約書
〇〇（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」という。）とは、甲・乙が進める〇〇サービスビジネスの進捗を目的（以下「本目的」という。）として、互いに開示する情報の秘密保持について、以下の通り秘密保持契約（以下「本契約」という。）を締結する。
第１条（秘密情報）
1.「秘密情報」とは、本契約の存在及び内容、並びに、本契約の下で一方当事者が他方当事者に対して開示（情報が化体した有体物の提供を含む、以下同じ。）した技術又は営業に関する情報であって、①文書（電子メール等電子的な伝達・提供手段によるものを含む。以下同じ。）、電磁的記録媒体、製品、サンプルその他の有体物に化体された情報として開示された場合には、「秘密」である旨が明確に表示されているもの（それら有体物への秘密である旨の表示が困難な場合においては、その開示時の容器、送付状等に当該表示がされたもの）であり、②口頭・視覚的な開示を含む無形の情報として開示された場合には、開示の際にそれが「秘密」である旨を明示されると共に、開示から15日以内に当該情報の開示を受けた当事者に対して、当該情報を特定出来る程度に文書で書面化され、当該書面に「秘密」である旨が明確に表示されたものをいう。なお、秘密である旨を明示して開示された製品及びサンプルは、当該有体物自体も秘密情報として取り扱うものとする。
2.以下の何れかに該当することを秘密情報の開示を受けた当事者（以下「受領者」という。）が証明出来る情報は「秘密情報」には含まれない。
（1）開示前から受領者が保有していた情報
（2）開示時点ですでに公知となっていた情報
（3）開示後に受領者の故意又は過失によることなく公知となった情報
（4）正当な開示権限のある第三者から秘密保持義務を負うことなく適法に入手した情報
（5）受領者が秘密情報を開示した当事者（以下「開示者」という。）の秘密情報に基づかずに独自に開発した情報
第２条（守秘義務）
1.甲及び乙は、秘密情報を善良なる管理者の注意をもって秘密として保持するものとし、第三者に対して秘密情報を開示してはならない。
2.前項に拘わらず、甲及び乙は、弁護士や公認会計士等の法令上守秘義務を負う専門家、及び開示者の書面による開示に係る事前承諾を得た第三者に対して秘密情報を開示することが出来る。この場合、当該第三者が秘密情報の秘密保持を厳守するために本契約と同等の契約を締結する等、甲及び乙は、必要な措置を講じると共に、当該第三者の履行に責任を負わなければならない。
3.甲及び乙は、秘密情報を本目的以外の目的に使用してはならない。
4.法令又は裁判所若しくは政府機関の強制力を伴う命令、要求若しくは要請（以下、「法令等」という。）に基づき、秘密情報の開示を求められた場合、合理的な範囲内（即ち、開示に際して、当該秘密情報が秘密である旨を書面により明らかにすると共に、開示制限にかかる保護命令等により開示範囲の制限を課すことが出来る場合には、開示範囲を最小限にするべく制限を課すことをいう。）で、甲及び乙は秘密情報を開示することが出来る。但し、甲及び乙は、法令上可能な限り根拠となる法令等及び開示される秘密情報の内容につき、相手方に対して書面により事前に（事前に通知することが不可能な場合、開示後直ちに）通知すると共に、法令により認められる範囲で開示する秘密情報の秘密保持を要請しなければならない。
5.甲及び乙は、秘密情報を本目的に必要な自己の役員及び従業員（以下「従業員等」という。）にのみ開示することができ、従業員等に秘密情報を開示する場合は、本契約に定める自己と同等の義務を遵守させるものとし、自己の従業員等による当該義務の遵守について一切の責を負う。
第３条（複製等の禁止、秘密情報の保管）
1.甲及び乙は、開示者の秘密情報に関するいかなる書面及びその他媒体も本目的のために必要となる範囲を超えて複製し、又は改変することが出来ない。なお、本目的のために必要となる範囲を超えて複製する場合は、相手方の事前の書面による承諾を得る。
2.甲及び乙は、前項の相手方の承諾を得て秘密情報を複製する場合、その方法、範囲、媒体の取扱、使用等について相手方の指示に従わなくてはならない。
3.甲及び乙は、相手方の秘密情報に関する全ての書面及びその他一切の媒体並びにそれらの複製物を、他の資料及び物品等と明確に区別し、善良なる管理者の注意を以ってこれらを保管しなければならない。
第４条（秘密情報の返還廃棄）
甲及び乙は、本契約が終了した場合又は開示者から返還の要求がある場合には、相手方の指示に従い、直ちに秘密情報が記録された媒体、秘密情報が含まれる二次的資料（秘密情報の複製を含む。）を返却し、又は廃棄（電磁的記録の場合は不可逆的消去をいう。）すると共に、廃棄する場合には相手側の要請によりその顛末を報告書により提出しなければならない。
第５条（禁止行為）
甲及び乙は、本目的に必要な範囲を超えて相手方の書面による事前承諾なく、提供された相手方の秘密情報に基づき、技術の改良等を行うことはできず、また、何らの知的財産権（著作権（著作権法第27条及び第28条に定める権利を含む。）、特許権、実用新案権、商標権、意匠権その他の知的財産権をいう。）を取得、登録、利用・使用又は処分することは出来ない。
第６条（開示義務の不存在）
甲及び乙は、本契約の締結により、自己が保有する秘密情報の全部又は一部を相手方に対し開示する義務を負うものではないことを確認する。
第７条（知的財産権の不許諾）
甲及び乙は、本契約の締結及び本契約に基づく秘密情報の開示は、自己又は第三者の知的財産権（産業財産権を受ける権利を含む。）の相手方に対する譲渡又は実施・使用許諾を伴うものではないことを確認する。甲及び乙は、相手方の秘密情報を産業財産権の出願書類に記載する等秘密情報を使用して一切の産業財産権等の登録出願を行ってはならない。
第８条(有効期間)
1.本契約は、締結日に発効し、締結日から３年間有効に存続する。また、有効期間終了前に、甲又は乙の何れからも契約終了の申し出が無い場合は、本契約の有効期間は自動的に1年間延長されるものとし、その後も同様とする。
2.前項の規定に拘わらず、第２条、第４条、第５条、第９条、第１０条第４項及び第１２条は、本契約終了後も3年間有効に存続する。 
第９条（損害賠償及び法的手続）
1.甲及び乙は、相手方が本契約に違反し、これにより損害を受けたときは、相手方に対し相当因果関係にある損害の賠償を請求することが出来る。
2.甲及び乙は、本契約に定める何れかの条項に違反することにより、相手方に「著しい損害又は急迫の危険」（民事保全法第２３条第２項等によるが、これに限定されない。）が生じた場合、相手方からの申し出に基づく仮処分等の法的手続の可能性を十分認識していることを確認する。
第１０条（反社会的勢力の排除）
1.甲及び乙は、自己又は自己の経営に実質的に関与する者（役員等一切を含む。以下同じ。）の何れもが、本契約有効期間中、次の各号の反社会的勢力の何れにも該当しないことを相手方に対して表明し、保証する。
（１）暴力団
（２）暴力団員
（３）暴力団準構成員
（４）暴力団関係企業
（５）暴力団関係企業の役員、従業員
（６）総会屋等、社会運動等標榜ゴロ
（７）暴力団員でなくなってから５年を経過していない者
（８）その他、前各号に準ずる者
2.甲及び乙は、自己又は自己の経営に実質的に関与する者の何れもが、本契約有効期間中、前項各号に掲げる者又はこれらと密接な交友関係にある者（以下「反社会的勢力等」という。）と次の各号の何れかに該当する関係がないことを相手方に対して表明し、保証する。
（１）反社会的勢力等により、その経営を支配されている関係
（２）反社会的勢力等が、その経営に実質的に関与している関係
（３）自己若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加える等、反社会的勢力等を利用している関係
（４）反社会的勢力等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等の関係
（５）その他、反社会的勢力等との社会的に非難されるべき関係
3.甲及び乙は、自己又は自己の経営に実質的に関与する者の何れもが、本契約有効期間中、自ら又は第三者を利用して次の各号の何れの行為も行わないことを相手方に対して表明し、保証する。（１）暴力的な要求行為
（２）法的な責任を超えた不当な要求行為
（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為
（４）風説の流布、偽計又は威力を用いて、相手方若しくは相手方の関係者の信用を毀損し、又は相手方若しくは相手方の関係者の業務を妨害する行為
（５）その他、前各号に準ずる行為
4.甲及び乙は、相手方が前三項の何れかに違反したと認められることが判明した場合又は前三項に基づく相手方による表明及び保証が虚偽であることが判明した場合は、通知、催告その他何らの手続を要することなく、直ちに相手方との取引の全部又は一部を停止し、又は解除することが出来る。その場合、当該相手方は、当該取引の停止又は解除について、一切異議を申し立てず、また賠償、補償等を求めないと共に、これにより損害が生じた場合は、一切を自己の責任とすることを予め確認し、了承する。但し、本契約の解除については、将来に向かってその効力を生じるものとする。
第１１条（譲渡禁止）
本契約及びこれにより生ずる権利義務は、相手方の書面による事前の同意なくしては、その全部又は一部について、第三者に譲渡し、承継させ、又は担保に供する等一切の処分をすることは出来ない。
第１２条（準拠法）
本契約は日本法を準拠法とする。
第１3条（協議）
本契約に規定のない事項及び本契約の条項に関して疑義が生じた場合、甲及び乙は、信義誠実の原則に従い、誠意をもって協議する。
第１4条（ADR手続合意）

１.本契約に関して当事者に争いが生じたときは、当事者は裁判外の民間紛争解決手続きの利用の促進に関する法律に基づき、民間紛争解決（ADR）手続により解決を図るものとし、当該解決のため一般社団法人日本民事紛争等和解仲介機構に和解判断を依頼し、当該判断を最終のものとしてこれに従うものとする。

２.民間紛争解決手続に関する一切の事項は、一般社団法人日本民事紛争等和解仲介機構（http://www.jacmo.org/）の定める規則によるものとする。

３．前2項による民間紛争解決手続によっても、なお紛争解決に至らず、裁判手続に移行する場合、甲の住所地を管轄する地方裁判所を第1審の管轄裁判所とする。
以上、本契約成立の証として、本書２通を作成し、甲乙記名又は署名捺印の上、各自１通を保有する。
年　　月　　日
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